別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名: 自助の実践啓発キャンペーン事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　知事直轄　危機管理部門　危機管理課　危機管理係　電話番号：058-272-1111(内2415)
E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：9,993千円（前年度予算額：2,870千円）
	要求内容


	１　要求の内容


・県では今後の人口減少、高齢社会を見据え、自らの命は自ら守る「自助」について、平成21年度から10年間で延べ２００万人の取り組みを目指す防災啓発キャンペーン「自助実践２００万人運動」を展開している。

・平成24年8月には、国の南海トラフ巨大地震の被害想定や、25年1月には県独自の東海・東南海・南海地震及び内陸地震の被害想定調査の公表を予定しており、県の地震被害の想定が大幅に拡大する見込みである。

・一方で、緊急時の備えをしている人の割合は、平成22年度49.9％から、東日本大震災を受けて平成23年度60.2％と高まったものの、平成24年度には再び56.6％にまで減少した（県政世論調査）。 
・さらに、本運動の県民の認知度は平成23年度1.4％から平成24年度6.9％と増加したものの、低い水準である（県政世論調査）。

・こうしたことを受け、平成25年度から27年度は、災害で死なないための、命を守る防災対策に絞り、3年間を「命を守る防災キャンペーン（仮称）」とし、これまでの個々の事業も含め、キャンペーンとして包括し一体的に意識啓発事業等の集中展開を図る。

・特に平成25年度は、キャンペーン全体のロゴマーク（キャラクター）を公募・製作し、これを活用した啓発資料を作成するとともに、メインターゲットを設定する重点テーマを「若い世代（高校生、大学生）への防災啓発（仮）」とする。
	２　所要経費


（１）自助実践２００万人運動推進会議の開催費用（年２回開催）　198千円   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）「若い世代への防災啓発(仮)」に係る啓発用物品の製作等　2,324千円
　　　・防災啓発パネル製作費
　　　・自助実践啓発用リーフレット
　　　・自助実践啓発用小冊子（若者向け）
　　　・キャラクターデザイン
（３）新聞広告による「命を守る防災キャンペーン」ＰＲ　4,305千円

（４）地震体験車を活用した「圏域リレーキャンペーン」の費用　881千円
      ・地震体験車車体側面ペイント
（５）地震体験車の地震体験プログラムの追加　1,544千円

　　　・南海トラフ巨大地震体験プログラムの追加
（６）広域防災センターの誘客促進　412千円
      ・広域防災センター壁面ペイント
（７）自助実践２００万人運動ホームページの運営費用　29千円
（８）各種応援団体との連携による運動費用　90千円
（９）防災運動会（岐阜アソシア主催）の開催費用　160千円
（１０）わが家の防災博士コンクール関連費用　50千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,870
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,870

	要求額
	9,993
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,993

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　運動10年目（平成30年度末）までに、延べ200万人の方に自助の実践の取り組みをしていただく。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	自助実践200万人運動参加者数（各年度末累積）
	－
23





























































































































	379,068
（H21）
	650,469
(H22)
	849,873
(H23)
	2,000,000
（H30）
	42％


	災害時の備えができている人の割合（県政世論調査）
	52.8％
（H20）
	49.9％
(H22)
	60.2％
（H23）
	56.6％
（H24）
	75％
（H30）
	75.4％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）「命を守る地震対策」巡回パネル展
・6月～10月　県内5圏域にて実施
（２）自助実践２００万人運動推進会議
　　　　第１回　10月31日（水）　
　　　　第２回　3月上旬開催予定
（３）「命を守る地震対策」ＤＶＤの作成・配付
　・合計600枚を県内市町村や関連団体のほか、県立高等学校等へも配付
（４）地震体験車を活用した圏域リレーキャンペーン
・10月～12月　県内5圏域で実施


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　ＤＶＤの視聴やパネル展等を通じて、多くの方に地震対策の必要性を実感いただいた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	　東日本大震災を契機に県民の防災意識が高まっているものの、依然として災害時の備えができている人の割合は6割にも満たない。しかしながら、
災害はいつ起きてもおかしくないため、継続的に県民に対し啓発をしていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	平成21年度の運動開始時から、延べ約90万人の方に自助の取り組みをしていただいており、順調に推移している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	　市町村、応援団体（97団体）など、県だけではなく各種団体と一体となって実施することにより、効率化が図られている。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
これまでの運動の中で、地震の揺れを実感できる地震体験車の啓発については、幼稚園や小中学生へは積極的に行っていたものの、高校生、大学生への働きかけは不足していた。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
若い世代への啓発を行うため、重点テーマを「若い世代への防災啓発（仮）」とし、「岐阜県の過去の災害」「地震に備えた対策の実施」「地震が発生したときの支援活動のノウハウ」を重点的に県・市町村・応援団体が一体となって特定の世代へ運動を展開する。


